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15 開示すべきセグメント情報（事業の種類別セグメント情報）
（単位：円）

研修受入事業 交 流 事 業 調査研究事業 情 報 事 業 受 託 事 業 計 法 人 共 通 合 計 摘 要

Ò事業費用、事業収益及び
事業損益
事業費用
業務費 294¶382¶568 30¶049¶417 40¶543¶009 114¶994¶587 21¶182¶481 501¶152¶062 501¶152¶062

一般管理費 134¶043¶205 134¶043¶205

財務費用 849¶857 849¶857 849¶857

計 294¶382¶568 30¶049¶417 40¶543¶009 115¶844¶444 21¶182¶481 502¶001¶919 134¶043¶205 636¶045¶124

事業収益
運営費交付金収益 235¶631¶845 28¶761¶737 46¶179¶726 88¶400¶565 398¶973¶873 126¶287¶557 525¶261¶430

資産見返負債戻入 11¶522¶353 142¶527 473¶436 12¶138¶316 255¶309 12¶393¶625

施設利用料収入 77¶730¶858 965¶592 78¶696¶450 78¶696¶450

受託事業収入 21¶182¶481 21¶182¶481 21¶182¶481

寄附金収益 813¶237 1¶150¶502 1¶963¶739 740 1¶964¶479

その他事業収入 634¶906 359¶245 300¶366 1¶294¶517 133¶560 1¶428¶077

財務収益 80 80

雑益 4¶170¶935 4¶170¶935

計 326¶333¶199 29¶869¶856 47¶689¶473 89¶174¶367 21¶182¶481 514¶249¶376 130¶848¶181 645¶097¶557

事業損益 31¶950¶631 －179¶561 7¶146¶464 －26¶670¶077 0 12¶247¶457 －3¶195¶024 9¶052¶433

Ó総資産額

建物 2¶193¶908¶797 27¶137¶734 90¶144¶471 2¶311¶191¶002 48¶611¶941 2¶359¶802¶943

構築物 87¶244¶808 1¶079¶182 3¶584¶760 91¶908¶750 1¶933¶143 93¶841¶893

リース資産 19¶926¶105 19¶926¶105 19¶926¶105

土地 131¶246¶809 1¶623¶468 5¶392¶738 138¶263¶015 2¶908¶125 141¶171¶140

その他 47¶093¶393 582¶526 1¶934¶999 49¶610¶918 135¶816¶781 185¶427¶699

計 2¶459¶493¶807 30¶422¶910 0 120¶983¶073 0 2¶610¶899¶790 189¶269¶990 2¶800¶169¶780

（注６）損益外減価償却相当額、引当外賞与見積額及び引当外退職給付増加見積額の各セグメント別金額は、次のとおりである。
（単位：円）

研修受入事業 交 流 事 業 調査研究事業 情 報 事 業 受 託 事 業 計 法 人 共 通 合 計 摘 要

損益外減価償却相当額 143¶370¶716 2¶060¶926 4¶106¶697 149¶538¶339 2¶000¶310 151¶538¶649

引当外賞与見積額 －280¶751 －68¶682 －147¶364 －200¶863 －697¶660 －507¶279 －1¶204¶939

引当外退職給付増加見積額 1¶141¶346 279¶213 599¶084 816¶576 2¶836¶219 2¶062¶260 4¶898¶479
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（注１）事業の種類の区分方法及び事業の内容は次のとおり。
{事業の種類の区分方法は、中期計画に基づく区分による。
|事業の内容は、研修受入事業、交流事業、調査研究事業、情報事業、受託事業である。

（注２）事業費用は、各セグメントの事業実施により発生した事業費用を記載し、事業収益は、運営費交付金収益については各セグメントに配賦した。
支出予算額と自己収入予算額の差額をもとに収益化を行い、その他については、事業実施により発生した自己収益を記載した。

（注３）国又は地方公共団体による財源措置等は、受託事業収入19¶599¶548円である。
（注４）一般管理費、その他事業収入のうち主に財産貸付料、財務収益及び雑益は、法人共通欄に記載した。
（注５）総資産のうち現金及び預金、未収入金については、法人共通欄に記載した。
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